平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 新 原子力防災ネットワークシステム事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　知事直轄　危機管理部門　原子力防災室　原子力防災係　電話番号：058-272-1111（内2478）

E-mail：c11118@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：27,275千円
（現計予算額：0千円　　補正後予算額：27,275千円）
	要求内容


	１　要求の内容


原子力事故発生時における避難指示などの防護対策について、国の現地災害対策本部や揖斐川町と、通常回線によらずに通信ができるようするためのネットワークを整備する。なお、原子力施設から１０ｋｍ～３０ｋｍ（ＵＰＺ）内に位置する道府県・市町村は、このネットワーク整備について、国の交付金が活用できる。

　
	２　所要経費


○要求額合計　　　　　　　　　　２７，２７５千円

（１）地上回線による緊急時連絡網の拡充（原子力防災ネットワーク）…　４，１３１千円

内訳　通信回線設置費用　　　　　　　　　　　　　　　１３４千円（緊急時対策交付金）
機器リース　　　　　　　　　　　　　　　　１，７０１千円（　　　　〃　　　）
　　　　　　　通信回線使用料　　　　　　　　　　　　　　１，５４３千円（　　　　〃　　　）
　　　　　　　機器保守費用　　　　　　　　　　　　　　　　　７５３千円（　　　　〃　　　）

　

（２）衛星回線による緊急時連絡網の整備（原子力防災ネットワーク）…２３，１００千円

内訳　アンテナ等設置費用　　　　　　　　　　　１８，４１９千円（復興枠）
　　　　　衛星用ＴＥＬ・ＦＡＸ設置費用　　　　　　　４，５６６千円（　〃　）
　　　　　機器保守費用　　　　　　　　　　　　　　　　　１１５千円（緊急時対策交付金）
　

（３）その他経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…４４千円
　　　　内訳　電気代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７千円（緊急時対策交付金）

　　　　　負担金（揖斐川町の消耗品費及び電気代）　　　　　　７千円（緊急時対策交付金）
地上系　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	計

	初期導入費
	134
	
	
	
	
	
	134

	回線使用料

リース費

保守費
	3,997


	23,973
	23,973
	23,973
	23,973
	19,977
	119,866

	計
	4,131
	23,973
	23,973
	23,973
	23,973
	19,977
	120,000


衛星系　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	計

	初期導入費
	22,985
	
	
	
	
	
	22,985

	回線使用料

保守費
	115
	8,445
	8,445
	8,445
	8,445
	7,038
	40,933

	計
	23,100
	8,445
	8,445
	8,445
	8,445
	7,038
	63,918


その他経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	計

	電気代
	37
	225
	225
	225
	225
	188
	1,125

	消耗品
	―
	―
	―
	1,355
	―
	―
	1,355

	負担金
	7
	38
	38
	38
	38
	32
	191

	計
	44
	263
	263
	1,618
	263
	220
	2,671


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
・地域では実施できない支援を推進する

	２　これまでの取組状況


福島第一原発事故を踏まえ、本県周辺の原子力事業所の事故等の直接的な影響が本県に及ぶことを前提とした内容に地域防災計画を見直すとともに、事業者からの通報・連絡体制の再整備、モニタリング体制の強化、並びに専門家による助言体制の整備など必要な対策を進めてきた。
	３　これまでの取組に対する評価


福島第一原発事故を踏まえた地域防災計画の第１段階目の見直し、事業者からの通報・連絡体制の再整備、専門家による助言体制の整備など、本県の原子力防災に関する基本的姿勢の明確化並びに県の初動体制を整備することができた。

これまでに実施した上記対策に加え、「原子力防災ネットワークシステム」を整備することにより、緊急時における事業所・国・立地県をはじめとする周辺自治体と情報共有を図ることで、より実効性のある緊急時対応を講じるものとする。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	27,275
	27,275
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	27,275
	27,275
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


